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序     文 
 

 インドネシア共和国の東北インドネシア地域（スラウェシ地域 6 州、マルク地域 2 州）は農水

産物、鉱物資源などの一次産品に大きく依存する経済構造であり、西部他地域との経済格差が拡

大していることから、地域の知の資源である大学を有効活用し、地域のニーズに沿った研究開発

活動や、産業振興を担う能力の高い人材の育成が必要であるとの認識が強まっています。 

こうした背景を受けて、東部インドネシア地域で最大の総合大学であるハサヌディン大学には同

地域における産業分野の人材育成の中心的機関として積極的役割を果たすことが期待されており、

2007 年度には、同国政府の要請に基づき、工学部の新キャンパス建設、教育・研究機材の導入、

教員の留学プログラムをパッケージとした有償資金協力（円借款）事業「ハサヌディン大学工学

部整備事業」が開始されました。 

同工学部が、新たに建設されるキャンパスや教育・研究機材をもって地域ニーズに合った研究能

力を強化し、また能力のある人材を育成・輩出するためには、研究を中心としたより実践的な教

育内容を整備する必要があります。そのため、インドネシア共和国政府は、教育・研究体制の基

盤の強化を目的とした技術協力プロジェクトを日本政府に対して要請し、技術協力プロジェクト

「ハサヌディン大学工学部強化計画プロジェクト」が 2009 年 2 月より 3 年間の計画で開始されま

した。本プロジェクトは、わが国の工学教育（実験・実習重視型教育、研究(室)中心教育）の特

長を取り込みながら、円借款と技術協力の一体的な実施による相乗効果を期待するものです。 

今般、2012 年 1 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績・成果を確認及び評価す

るとともに、今後のプロジェクト及び UNHAS に対する提言、並びに今後の類似事業の実施にあ

たっての教訓を導くため、終了時評価を実施しました。本報告書は、同調査結果を取りまとめた

ものであり、今後の高等教育分野の類似プロジェクトに対する教訓として活用されることを願っ

ています。 

 最後に、ハサヌディン大学を中心とした東部インドネシア地域の益々の発展を願いつつ、本調

査にご協力いただいた内外関係者の方々に深い感謝を申し上げます。 

  

 平成 23 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
 人間開発部部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：ハサヌディン大学工学部強化計画プロジ

ェクト」終了時評価調査 

 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間 開発 部高等・技術教 育

課 

協力金額（評価時点）：1.5 億円 

          （実施計画書） 

 

 

協力期間 

（R/D）：  

2009 年 2 月～2012 年 1 月 

先方関係機関：ハサヌディン大学工学部 

（延長）：なし 日本側協力機関：九州大学、広島大学、豊橋技術

科学大学、熊本大学、秋田大学 （F/U） ：なし 

（E/N）（無償）：なし 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

本件は、東北インドネシア地域開発プログラムの下、インドネシア共和国（以下、「インドネ

シア」と記す）東方インドネシア地域の持続的な開発に資する人材の輩出に向けて、ハサヌディ

ン大学（Hasanuddin University：UNHAS）工学部の教育・研究体制の基盤を強化することを目標

に（プロジェクト目標）、2009 年 2 月から 3 年間の協力期間で実施されている技術協力プロジェ

クトである。 

インドネシア国内でも貧困層の占める割合が比較的大きい東北インドネシア地域では、当該地

域の特性を生かした開発計画の効果的・効率的な実施をめざし、地域の大学を拠点とした産学地

連携強化や産業振興を担う、能力の高い人材の育成が求められている。東部インドネシア最大の

総合大学であるハサヌディン大学の工学部は、同地域における産業分野の人材育成の拠点として

積極的な役割を果たすことが期待される一方で、博士号を取得している教員数が少なく、既存の

施設・機材等の設備も不十分であること等からインドネシア国内で工学分野の中核大学といわれ

るバンドン工科大学やスラバヤ工科大学と比べて、その教育・研究レベルは低い。 

このため、本プロジェクトでは、「実践/研究を重視した教育体制の確立」のため、教員の教育・

研究能力強化、カリキュラム・シラバス等の整備、研究活動促進、学部運営体制の強化に関する

活動を、わが国の支援大学等の専門家による技術指導のもとで実施している。 

なお本プロジェクトと並行して、工学部の新キャンパス建設、教育・研究機材の導入、教員の

留学プログラムをパッケージとした「ハサヌディン大学工学部整備事業」が 2007 年度から円借

款事業として実施されており、技術協力と円借款事業の一体的な実施が期待されている。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる。 

 

(2) プロジェクト目標 

東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩出するために、UNHAS 工学部の

教育・研究体制の基盤が強化される。 
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(3) 成果 

成果 1：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 

成果 2：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

成果 3：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバス

に基づき、教育が行われる。 

成果 4：工学部における講義の質が改善される。 

成果 5：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

(4) 投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣      3 名  

短期専門家派遣      13 名 

ローカルコスト負担 約 830 万円 

[973 billion ルピア（Rp.）、換算レート 1 IDR＝0.00853 円]  

 

相手国側： 

カウンターパート配置  22 名  

専門家執務室、空調機、事務家具等 

２．評価調査団の概要 

調査者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査団は以下のとおり。 

 

なお、以下の専門家も現地にて調査の一部に参加。 

 

担当分野 氏 名 所  属 

団長・総括 小西 伸幸 人間開発部 高等・技術教育課 課長 

協力企画 山田 朋未 人間開発部 高等・技術教育課 職員 

工学教育 宇佐川 毅 熊本大学 教授 

評価分析 徳良 淳 アイ・シー・ネット株式会社 

担当分野 氏 名 所  属 

高等教育 和氣 太司 高等教育行政アドバイザー（JICA 専門家） 

短期専門家 
工学教育 
（造船） 

山下 隆男 広島大学 教授 

短期専門家 
工学教育 
（土木） 

江崎 哲郎 九州大学 特任教授 

工学教育 
（学部運営） 

サトリオ・ス

マントリ 
Satryo 
Soemantri 

Visiting Professor, 
Institute of Technology Bandung, 
Indonesia （ITB） 
（元インドネシア教育文化省高等教育総局長） 
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調査期間  2011 年 12 月 6 日 2011 年 12 月 17 日 

（評価分析以外の調査団員は 12 月 10～17 日

の期間にて参加） 

 

評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果の達成度 

 各成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

 成果 1「工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる」は、戦略計画書が既に発

行されたことから、達成されたと判断する。 

 

成果2「研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する」は、ほぼ達成された。研究室

中心教育（Labo-Based Education：LBE）に関するガイドラインは、時期こそ遅れたものの2011

年4月に発行された。各学科のカリキュラムはLBEガイドラインに基づき改訂され、2011年8

月から使用されている。改訂後のカリキュラムでは、実験や演習の割合が増加している。工

学部には研究を目的とした57の研究室が設立され、以前は、学部生は卒業までの最後の半年

のみ研究に従事することになっていたが、改訂されたカリキュラムによって、1年間研究に

従事することになった。いくつかの学科では、国際会議、ワークショップ、セミナーなどの

場で研究成果を発表している。工学部長によると、学部内部で研究成果を共有することを目

的に、2カ月ごとに工学部内で調整会議を開催し、成功事例などを発表している。LBEガイ

ドラインにより、研究室は地域社会のニーズを反映した研究を行うことが求められるように

なった。なお、2010年10月に東北インドネシア地域の工学分野におけるニーズを把握するこ

とを目的に、民間企業を対象とした調査が実施され、調査結果はカリキュラムを改訂する際

に活用された。 

 

成果3「東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバス

に基づき、教育が行われる」は達成された。全6学科のカリキュラムとシラバスが東北イン

ドネシア地域の開発ニーズを反映したものに改善された。 

 

成果4「工学部における講義の質が改善される」は達成された。ほぼすべての学科でシラ

バスを改訂され、シラバスには教材や参考文献が明記されている。授業モニタリングも既に

導入されている。 

 

成果5「工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する」は達成された。工学部戦

略計画が既に作成されるとともに、研究の質と量を改善することを目的に、2010年11月に研

究ロードマップが作成され、各学科の2014年までの研究計画が示されている。 

 

(2) プロジェクト目標の達成度 

プロジェクトは、プロジェクト目標「東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材
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を輩出するために、ハサヌディン大学工学部の教育・研究体制の基盤が強化される」を達

成する途上であり、プロジェクト目標を完全に達成するにはさらにもう少し時間が必要で

ある。ただし、プロジェクト目標を達成するために必要な技術移転は終了しており、イン

ドネシア側の継続的な活動で、プロジェクト期間終了後に目標は達成される見込みである。

 

1 番目の指標「学部開発計画に基づき、学部・各学科の適切な活動が計画どおり実施さ

れる」にある「適切な活動」とは、計画・準備、実施、評価、改善といった教育サイクル

が確立することを意味するが、この指標が達成されるにはもう少し時間が必要である。2012

年初頭に授業のモニタリング結果が発表され、その結果にもとづき改善を行うことが期待

される。授業モニタリングの仕組みも確立しつつあることから、教育サイクルの確立はイ

ンドネシア側の努力で実現できると考える。 

 

2 番目の指標「すべての専攻において政府評価認定結果が改善される」に関しては、13

ある専攻のうち、4 つの専攻で学部課程の基準認証結果が改善された。プロジェクトで戦

略計画、LBE ガイドライン、工学部の指針・学術基準を作成したことは、認定結果の改善

に貢献した。一方、施設や機材の老朽化、教員数と質の不足は改善を阻害した。これら阻

害要因は、本プロジェクトと並行して実施している円借款プロジェクトで取り組んでおり、

同プロジェクトにより解決される。 

 

(3) 上位目標の達成度 

 地域社会のニーズに適合したカリキュラムに基づき教育と研究を実施され始めており、

地域の拠点大学としての教育・研究基盤は着実に整えられてきている。上位目標である「ハ

サヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる」をプロジェクト

が終了して 3～5 年後に達成するには、今後、地域の企業等からの研究業務を更に受注して

いくこと、及び現在個人ベースで多く行われている地域の大学や研究機関との共同研究や

人材交流を組織的に取り組んでいくことが重要な鍵となる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。プロジェクトの内容は、インドネシアの中期国家開発計

画（2010～2014）と教育文化省の政策に整合している。終了時評価時に実施した教員を対

象としたアンケート調査で、プロジェクトはターゲットグループである教員のニーズと整

合していることが確認された。日本政府の対インドネシア援助計画や JICA の対インドネ

シア地域開発の方向性とも一致している。日本の大学教員で構成される短期専門家は、日

本の研究室や学部運営の経験をふまえて、プロジェクト活動を行ってきたことから、プロ

ジェクトは日本の比較優位性を反映したものといえる。 

 

(2) 有効性 

プロジェクト目標は現時点では達成されていないものの、プロジェクトはその目標の達

成に向けて適切に進んでいる。プロジェクトの終了後も、インドネシア側が活動を続ける
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ことで目標は達成され、有効性は確保されるものと判断する。 

 

成果とプロジェクト目標の間の外部条件として、「学科間で進捗や成果に関して大きな差

異が生じないこと」、「組織やシステムは大幅に変更しないこと」が設定されたが、プロジ

ェクト目標の達成を阻害するような大きな変化は生じていない。 

プロジェクト目標の達成を阻害したと思われる要因は、戦略計画と LBE ガイドラインの

発行が遅れ、カリキュラムとシラバスの改訂が遅れたこと、教員数が不足しているうえに、

相当数の教員が学位取得のために工学部を離れていること、工学部の施設や機材が古いこ

とに加え、一時期プロジェクトモニタリングが行われていなかったことがある。なお、こ

れらの阻害要因は既に解決されたか、解決されつつあることが確認できている。 

 

(3) 効率性 

プロジェクトの効率性は比較的高い。専門家派遣、研究促進のためのファンド、カウン

ターパートの配置といった投入は適切に行われた。しかし、プロジェクト活動の一部であ

る戦略計画と LBE ガイドラインの策定が計画よりも遅れたことは、プロジェクト成果への

影響はなかったものの、作成した文書に基づく教育・研究活動の実施、及びその活動を踏

まえた教育・研究活動の改善まで行う時間がプロジェクト期間内に確保できなかったこと

に繋がった。教育サイクルを一巡できなかったため、プロジェクト目標の達成に影響を及

ぼし、プロジェクトの効率性を低めている。 

 

(4) インパクト 

プロジェクトのインパクトは高い。上位目標「ハサヌディン大学工学部が東部インドネ

シア地域の拠点大学の 1 つとなる」達成の見込みは高い。指標である「東部インドネシア

地域の産業界が求める人材ニーズに適合する工学教育を受け、輩出された学位取得者の数

が増加する」、「東部インドネシア地域の持続的な開発に資する研究開発の数が増加する」、

「東部インドネシア地域の他の大学との共同研究や人材交流の数が増加する」は、東北イ

ンドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバスに改訂されてお

り、プロジェクト期間終了して 3～5 年後に達成される見込みである。 

正のインパクトが見込まれる一方で、負のインパクトは今のところ予測されない。円借

款プロジェクトとの連携が実現すれば、インパクトはより大きなものとなる。円借款プロ

ジェクトによって、新キャンパスの建設、機材の供与、教員の博士号取得が進められてお

り、2 つのプロジェクトの連携が進めば相乗効果が生まれ、より大きなインパクトが発現

する。相乗効果を実現するための活動も既に実施されている。 

 

(5) 持続性 

本プロジェクトの成果を持続することに関しては問題ないが、新キャンパス移行をふま

えた持続性を検討しなければならない。特に財務面で対応策を講じる必要がある。現在、

センターオブテクノロジー（Center of Technology：COT）チームが COT 設立に向けたアク

ションプランを策定中であるが、プランが承認され、実行に移されれば、持続性は著しく

高まる。 
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政策面では、インドネシア政府の政策と整合していることから、プロジェクトの持続性

を阻害するものはない。 

組織面では、教員数が不足しているうえに、工学部全体で現在 100 名ほどが学位取得の

ために学部を離れていることが課題である。しかし、中長期的にみれば、博士号を取得し

た教員が増加することはプラスの要因である。なお博士号取得などのために一定期間職を

離れた教員は、復職後一定の期間、大学で勤務することが義務付けられているため、復職

直後に教員が激減する可能性は少ない。 

財務面では、日本側が負担した現地業務費をインドネシア側が負担することには問題な

い。ただし、新キャンパス移行を念頭に置いて財務面の強化を検討する必要がある。新キ

ャンパスでの施設や機材の運営メンテナンス費用をいかに確保するかが大きな課題となる

が、民間企業との共同研究推進、外部への施設・機材のレンタルでその費用をカバーする

といった意向があり、工学部に新キャンパスでの運営メンテナンスに関するタスクフォー

スチームが設立された。 

学位取得のために職務から離れている教員が復職すれば、技術面でプロジェクトの持続

性に大きく貢献する。新キャンパスで新たな機材が揃うことから、機材使用に関する技術

も必要となるが、機材の納入業者が使用方法に関するトレーニングを提供することになっ

ている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・教育文化省の前高等教育総局長をアドバイザーとして投入したことが有効であった。イ

ンドネシアの教育政策との整合性が確保されるとともに、前局長は日本での教鞭経験も

有していることから、LBEや研究室の関する知識を、工学部にインドネシアの文脈で説

明することができた。 

・LBEや研究室といった新たなシステムを導入することで、中堅から若手の教員の研究活

動に対するモチベーションを高めることができた。 

・LBEファンドや教育文化省のファンドなどは、プロポーザル内容の競争により、ファン

ドの供与先が決定されるので、研究や教育の改善に向けたインセンティブになっている。

 

(2) 実施プロセスに関すること 

COT チームを立ち上げ、研究活動に対し意欲的な中堅・若手教員もメンバーとなったこ

とで、活動が活発に行われている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

「３－２(2)有効性」で述べたプロジェクト目標の達成を阻害している要因以外は特段ない。

 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 
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特になし。 

 

３－５ 結論 

 本プロジェクトは、インドネシア及び日本政府の方針やプロジェクトのターゲットグループ

である教員のニーズと合致しており、妥当性は高い。 

 戦略計画等、学部の指針となる文書の完成に予定以上の時間を要したため、作成した文書に

基づく教育・研究活動の実施、及びその活動を踏まえた教育・研究活動の改善までの一連の教

育サイクルをプロジェクト期間内に一巡する時間を確保することができなかった。プロジェク

ト目標の達成を図る指標は達成しているが、上述のとおり、教育サイクルを一巡できなかった

ため、プロジェクト目標を完全に達成するためにはもう少し時間を要する。しかしながら、作

成された指針や、東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラ

バスに基づいた教育に移行されている点、及びプロジェクト目標達成のために必要な実践力や

知識、教育・研究能力を既にインドネシア側が有している点から、プロジェクト目標は協力期

間後に着実に達成されると予測される。よって、本プロジェクトは、計画どおり、2012年1月に

終了する。 

 また、LBEの導入等により研究活動に対し強い意欲を持った中堅及び若手教員もメンバーと

したCOTチームが中心となって今後の工学部の方向性を検討し始めているため、プロジェクト

終了後の持続性も高い。ただし、円借款にて整備されている新キャンパスへの移行念頭に置い

ての財政面での強化、及び両プロジェクトの効果を最大化させるための円借款との連携を、今

後検討していく必要がある。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) プロジェクト終了前 

COT 設立に向けたアクションプランの完成 

プロジェクトのインパクトと持続性を高めるために、プロジェクトと工学部は、プロジ

ェクト期間終了までに COT 設立に関するアクションプランを完成すべきである。 

 

(2) プロジェクト終了後 

アクションプランの実現状況のモニタリング 

COT チームが作成したモニタリング活動計画表に従って、インドネシアと日本側が共同

でアクションプランの実現状況をモニタリングすべきである。双方の代表者で構成される

モニタリングチームの設立を提言する。 

 

教育サイクルの強化 

プロジェクトの有効性を高めるために、工学部が実施している教育サイクルの確立をさ

らに進めることを提言する。授業評価の結果も授業の改善に十分活用すべきである。 

  

地域社会のニーズへの貢献 

プロジェクトの有効性、インパクト、持続性を高めるために、工学部は東部インドネシ

アのニーズをふまえた研究を推進することを提言する。現在でも、地域社会のニーズに応
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える研究が行われているが、COT を中心に組織的に行う必要がある。地域の発展を目的と

した企業との共同研究は、工学部の財源確保の観点からも推奨される。 

 

地域の他大学との連携強化 

上位目標を達成するために、東部インドネシアの他大学との連携を強化する必要がある。

既に連携を行っている事例もあるため、そこから教訓を導き、円滑な連携に向けて実施す

べき活動を精査する必要がある。ここでも COT が中心的役割を果たすことが期待される。

 

学科内での知識共有、大学の他学部との知識共有 

プロジェクトの有効性を高めるために、学科内で知識共有を進めることを提言する。一

部の学科では、学科内でワークショップを開催し、LBE の成果を共有しているが、このよ

うな機会は、LBE の理解を深めるため、そして研究成果を共有するために有効である。工

学部内でも 2 カ月ごとに調整会議を開催し、成功事例などを発表、共有しているが、プロ

ジェクト終了後も活動を継続する必要がある。また、地域、産業界が抱える課題の解決の

ためには、工学分野だけで実証するのではなく、ハサヌディン大学の農学部、医学部など

の他学部とも連携のうえ、多角的な視点をもって解決していけるよう大学内での知識共有

を推進すべきである。 

 

短期専門家とのコミュニケーションの維持 

プロジェクトの持続性を向上させるため、工学部の教員は、短期専門家として派遣され

た本邦大学の教員とのコミュニケーションを継続するとよい。本邦大学の教員からのアド

バイスは、研究や教育の質を高めるため、そして研究室のマネジメントを改善するために

有益と考える。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 

円借款と連動した技術協力プロジェクトの実施にあたり、教訓として以下の点があげられる。

 

・概観を共有するためのセミナー等の開催 

両スキームの関係者を対象としたセミナーを開催する等、両スキームの事業内容や事業効果

等の概観を理解することで、当事者意識も高まり、スキームごとの連携が強化されると思われ

る。複数のスキームを組み合わせたプロジェクトを実施する際には、両スキームの連携強化及

び事業効果の拡大のためにプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

に活動の 1 つとして同種のセミナー開催を盛り込む等、プロジェクト計画段階から活動を検討

することが必要である。 

・プロジェクトオフィスの配置場所 

 両スキームの連携を活発化させるため、各スキームで設けるプロジェクトオフィスは可能な

限り物理的に近距離に置くことが望ましい。入札情報等の守秘義務が生じるような事象を除い

ては、可能な限り、情報共有や意見交換を行い、両スキームによってもたらされる事業効果が
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どのようになるのか（想定できるのか）事業実施中の段階から検討して行くことが望ましいと

思われる。 

・カウンターパート機関（Counterpart Personnel：C/P）の人員体制 

 並行して実施する円借款事業の中で、フェローシップ等の留学生プログラムが実施される場

合、C/P 機関の関係者が長期的に不在になり、C/P 機関に残った人員への負荷の増大を招くおそ

れがあることも念頭におき、留学派遣人数等の計画を調整する必要がある。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的  

１－１－１ 経緯  

 インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）において貧困者層の占める割合が比

較的大きい東北インドネシア地域では、当該地域の特性を活かした開発計画の効果的・効率的

な実施をめざし、地域の大学を拠点とした産学地連携強化や産業振興を担う能力の高い人材の

育成が求められている。東部インドネシア最大の総合大学であるハサヌディン大学（UNHAS）

工学部は、同地域における産業分野の人材育成の拠点として積極的な役割を果たすことが期待

される一方で、博士号を取得している教員は４割に届かず、既存の施設・機材等の設備も不十

分であることなどから、新工学部のキャンパス建設、教育・研究機材の導入、教員の留学プロ

グラムをパッケージとした円借款事業「ハサヌディン大学工学部整備事業」がインドネシア政

府より要請され、2007 年度から実施されている。 

本学部が地域ニーズにあった研究開発能力を有し、また東北インドネシア地域での産業分野

の人材育成拠点となるためには、施設・機材の整備に加えて、研究を中心としたカリキュラム

の整備をする必要がある。そのため、インドネシア政府は同大学工学部においてわが国の工学

教育（実験・実習重視型教育、研究（室）中心教育）の特長を取り入れながら、東北インドネ

シア地域の持続的な開発に資する人材の輩出に向けて、教育・研究体制の基盤を強化すること

を目的とした協力を日本政府に対して要請した。こうして技術協力プロジェクト「ハサヌディ

ン大学工学部強化計画プロジェクト」が 2009 年 2 月より 3 年間の計画で開始された。 

 本プロジェクトでは、UNHAS 工学部において「実践/研究を重視した教育体制の確立」のた

め、教員の教育・研究能力強化、カリキュラム・シラバス等の整備、研究活動促進、学部運営

体制の強化をめざし、わが国の支援大学等の専門家による技術指導のもとで活動を実施してい

る。 

 今般、2012 年 1 月の本プロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績・成果を確認及び

評価するとともに、今後のプロジェクト及び UNHAS に対する提言、並びに今後の類似事業の

実施にあたっての教訓を導くため、終了時評価を実施した。 

 なお、本プロジェクトと並行して、工学部の新キャンパス建設、教育・研究機材の導入、教

員の留学プログラムをパッケージとした「ハサヌディン大学工学部整備事業」が 2007 年度か

ら円借款事業として実施されており、技術協力と円借款事業の一体的な実施が期待されている

ことから、本調査においては円借款事業との関連も念頭に置きつつ評価を行った。 

 

１－１－２ 終了時評価の目的  

(1) 現在までのプロジェクトの進捗と目標の達成見込み、課題、改善点を確認し、プロジェ

クト終了までにめざす到達点とそのために必要な活動について、カウンターパートと共有

すること。 

(2) プロジェクト終了後、UNHAS がめざす方向性や、現行プロジェクトで当初から目標と

している産業界との連携状況及び東部インドネシア地域に貢献する地域の拠点大学とし

て更に教育・研究能力を向上させるために取り組むべき事項を確認する。さらに、UNHAS

側の取り組み状況を確認・共有する方法、担当者等の体制、モニタリングのタイミング・
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期間等について協議、確認すること。 

(3) 他の高等教育案件に活用可能な教訓を得ること。 

 

１－２ 調査団構成 

 

担当分野 氏 名 所  属 

団長・総括 小西 伸幸 人間開発部 高等・技術教育課 課長 

協力企画 山田 朋未 人間開発部 高等・技術教育課 職員 

工学教育 宇佐川 毅 熊本大学 教授 

評価分析 徳良  淳 アイ・シー・ネット株式会社 

 

なお、現地で同時期に活動を予定している以下の専門家も、一部終了時評価に参加。 

高等教育 和氣 太司 高等教育行政アドバイザー（JICA 専門家） 

短期専門家 

工学教育（造船） 
山下 隆男 広島大学 教授 

短期専門家 

工学教育（土木） 
江崎 哲郎 九州大学 特任教授 

工学教育（学部運営）
サトリオ・スマントリ

Satryo Soemantri 

Visiting Professor, 

Institute of Technology Bandung, 

Indonesia （ITB） 

（元インドネシア教育文化省高等教育総局長） 
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１－３ 調査日程 

 

2011 年 12 月 6 日（火）～12 月 17 日（土）（12 日間）  

月 日 曜日 行程 

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 火 20：20（徳良）マカッサル着 

7 水 

09：30 インタビュー（専門家） 

11：00 工学部長表敬訪問 

13：00 工学部長インタビュー 

8 木 

09：30 インタビュー・研究室視察（土木学科） 

11：00 インタビュー・研究室視察（建築学科） 

13：00 インタビュー・円借款 PIU 

14：00 インタビュー・研究室視察（造船学科） 

9 金 

09：30 インタビュー・研究室視察（地質学科） 

10：30 インタビュー・研究室視察（機械学科）   

14：00 インタビュー（教員代表） 

15：00 インタビュー（学生代表） 

10 土 
20：20 資料整理 

（小西、山田）マカッサル着 

11 日 
11：00 団内打合せ 

20：20（宇佐川）マカッサル着 

12 月 

09：30 JICA マカッサルフィールド事務所 

11：30 副学長表敬   

13：00 総括ミーティング（評価概要発表） 

15：00 インタビュー・研究室視察（電気学科） 

13 火 
09：30 研究所視察 

13：00 新キャンパス建設現場訪問 

14 水 
10：00 総括ミーティング（ミニッツ協議、大学側発表） 

13：00 ミニッツ改訂作業  

15 木 

11：00 最終ミーティング、ミニッツ署名 

18：30 マカッサル発 

19：45 ジャカルタ着 

16 金 

09：30 教育文化省高等教育総局（DGHE） 

13：30 JICA インドネシア事務所 

15：00 日本大使館 

21：25 ジャカルタ発 

17 土 06：35 成田着 
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１－４ 主要面談者  

 調査団は、ハサヌディン大学（UNHAS）、国民教育文化省、在インドネシア日本大使館、JICA

インドネシア事務所を訪問し、面談を行った。主要面談者は付属資料 1 の Annex3 のとおり。 

 

１－５ 終了時評価の方法  

終了時評価は、プロジェクトの終了間際において、プロジェクトの実績と実施プロセスを把握

し、評価 5 項目の観点から評価を行い、プロジェクト終了後もカウンターパートがその成果を持

続・発展するための提言を行うこと、さらに類似案件に対する教訓を得ることを目的とする。 

本プロジェクトの終了時評価では、JICA とインドネシア政府（教育文化省高等教育総局

（Directorate General of Higher Education, Ministry of Education and Culture：DGHE））の間で 2008

年 12 月に合意された討議議事録（Record of Discussion：R/D）に添付されているプロジェクトの

運営管理のための PDM［付属資料 2］を本プロジェクトの基本的な計画とし、その実績や実施プ

ロセスについて検証した。1 

評価分析に用いられた評価 5 項目の観点は以下（表 1-1）のとおりである。 

 

表１－１ 評価 5 項目 

評価項目  評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

国の開発課題や政策に基づいて設定されたプロジェクト目標及び上

位目標との整合性、受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計

画の論理的整合性を検証する。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトの成果と目標の達成度を検証し、社会や受益者に対す

るプロジェクトの効果・貢献度を分析する。 

 

効率性 

（Efficiency） 

投入が成果にどのように、どれだけ転換されたか、投入された資源

の質、量、手段、方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実

施過程における効率性を検証する。 

 

インパクト 

（Impact） 

プロジェクトがもたらす上位目標の達成見込み、その他への波及効

果を評価すると同時に、プロジェクトによって生じた正負の影響を

検証する。 

持続性 

（Sustainability） 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による効果・便益が持続さ

れるか否かの見通しをマネジメント的、財務的、組織的観点から検

証する。 

 

１－５－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

(1) 主な調査項目 

主な調査項目は、本終了時評価の枠組として「プロジェクト実績・実施プロセス」と「5

項目評価」を設定し、それぞれの評価グリッドを作成した。評価グリッドは、評価する際
                                                        
1 ただし、2011 年 3 月に開催された本プロジェクトの合同調整委員会（Joint Coordination Committee： JCC）にて PDM が一部

改訂されており、改訂後の PDM を用いて評価を行っている。 
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に確認すべき事項あるいは収集すべき事項を整理したものである。本評価グリッドを基に、

カウンターパート機関（C/P 機関）や日本人専門家等への質問票の作成し回答を得ると共

に、ヒアリングを行った。（評価グリッドの詳細結果は［付属資料 3］を参照） 

 

(2) 情報・データ収集方法 

情報・データ収集方法については、表 1-2 に示したとおりである。 

 

表１－２ 情報・データ収集方法の目的と主な情報源 

情報・データ

収集方法 
目的 主な情報源 

資料調査 プロジェクトの実績に関連す

る資料のレビュー、5 項目評価

の根拠となる情報・データの収

集 

・ 事業進捗報告書（Progress Report） 

・ 月次報告  

・ 専門家業務完了報告書 

・ 実施協議報告書（付・詳細計画策定調査）

・ 中間レビュー評価報告書 

・ プロジェクトによる実績取りまとめ結

果等 

インタビュー プロジェクト実績、プロセスと

進捗状況の確認、評価 5 項目に

関する評価設問に関する関係

者の意見などの収集 

・ 日本人専門家（長期・短期） 

・ UNHAS 教員（工学部長、各学科長、円

借款 PIU、パイロットラボ研究室教員、

通常教員） 

・ UNHAS 学生（パイロットラボ、通常）

視察 UNHAS 内の施設・設備、特に

「共同研究」や「研究中心教育」

の実施に関する研究室の訪問

と、実施される教育・研究活動

の参観、新キャンパス（Gowa）

建設現場見学 

・ 研究室 

・ 新キャンパス（Gowa） 

 

 

 

１－５－２ 調査・評価上の留意点 

本終了時評価にあたっての留意点は以下のとおり。 

・調査期間中の教育文化省高等教育総局（DGHE）へのインタビュー・質問表回答の未実施 

本調査では、UNHAS を中心とした活動実施状況の把握とともに、研究体制を支える基盤の

設置、制度の確保等において DGHE の果たす役割も重要であると認識しているが、「インドネ

シア国 個別大学支援に係る情報収集・確認調査」等をはじめ、独立行政法人国際協力機構

（Japan International Cooperation Agency：JICA）が過去に実施した調査結果において、同国にお

ける高等教育の重要性等の妥当性に関する情報については確認できていることから、調査への

参加やインタビューは実施していない。 
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第２章 プロジェクト概要 
 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ インドネシア側 

インドネシア側の実施機関は、ハサヌディン大学（UNHAS）である。同大学は 1,800 人強の

教員と、30,000 人を超える学生が在籍する東部インドネシア地域における最大の国立総合大学

である。本プロジェクトの対象となる工学部は 1960 年に設置され、現在は土木工学科、建築

工学科、地質工学科、造船工学科、電気・電子工学科、機械工学科の 6 学科、14 専攻から構成

されている。工学部の教員数は 300 名、学生数は 4,400 人を超える2。 

他方で、現在の UNHAS 工学部のキャンパスは研究のための施設、機材等が十分でないこと

に加え、教員のうち博士課程を修了している教員は 12％程度3に留まり、教材や指導書も十分

に整備されていないこと等から、インドネシアの工学系国立大学であるバンドン工科大学

（Institute of Technology Bandung：ITB）やスラバヤ工科大学（Sepluh Nopember Institute of 

Technology：ITS）に比べて教育・研究レベルが低いと言わざるを得ない。今後、開発の遅れた

東北インドネシア地域の産業活性化に貢献する人材の育成と研究開発の拠点として UNHAS が

中心的役割を果たすためには、工学部のさらなる教育・研究能力強化が課題といえる。 

 

２－１－２ 日本側 

本プロジェクトは、日本の国立大学法人である九州大学、豊橋技術科学大学、広島大学、熊

本大学を国内支援大学として協力を得ており、工学部 6 学科に対する教授方法や教材整備、研

究実施にかかる技術指導、工学部の運営体制強化のための指導・助言を行う専門家の派遣や、

プロジェクト運営方針検討のための協議等に参加している。 

また円借款事業を通じて、上記大学以外の本邦大学においても教員の留学受け入れを行い4、

学位取得のための協力を行っている。 
 

２－２ プロジェクトの計画概要と基本構造 

２－２－１ プロジェクトの計画概要 

R/D で合意された PDM の内容は以下のとおり。5 

(1) 上位目標 

ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる。 

(2) プロジェクト目標 

東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩出するために、ハサヌディン大

学工学部の教育・研究体制の基盤が強化される。 

(3) 成果  

成果 1：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 

                                                        
2「インドネシア共和国ハサヌディン大学工学部強化計画プロジェクト中間レビュー報告書」（2011 年）より。 
3 同上。 
4 本邦大学に留学中の教員（長期のみ）は 26 名。受け入れ先本邦大学は、次のとおり（50 音順）。秋田大学、愛媛大学、大阪

大学、九州大学、京都大学、熊本大学、神戸大学、佐賀大学、千葉大学、筑波大学、東京理科大学、東北大学、豊橋技術科

学大学、名古屋大学。2012 年 3 月に博士課程終了後、順次、インドネシアに帰国予定。 
5 2011 年 3 月に開催された本プロジェクトの合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）にて PDM が一部改訂され

ており、記載内容は改訂後の PDM の内容となっている。 
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成果 2：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

成果 3：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバス

に基づき、教育が行われる。 

成果 4：工学部における講義の質が改善される。 

成果 5：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

 

２－２－２ プロジェクトの基本構造 

 本プロジェクトは、円借款事業と連携して実施されることで相乗効果が上がるよう計画され

ている（図 2-1 参照）。 

 

円借款プロジェクトで工学部の新たなキャンパスの建設、機材供与、教員の学位取得支援を

行いながら、本プロジェクトで実践的な研究を重視した教育体制の整備や研究室中心教育（LBE）

の導入に向けた技術指導を行うことで、ハサヌディン大学工学部の教育・研究能力の向上をハ

ード･ソフト両面から実現して行く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクトの基本構造 
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第３章 プロジェクトの実績と達成状況 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入 

(1) 専門家派遣 

計 3 名の長期専門家、13 名の短期専門家が投入された。加えて、JICA コンサルタント

として、インドネシア教育文化省の元高等教育総局長が投入された。プロジェクト開始時

に派遣が予定されていたチーフアドバイザーの投入は半年ほど遅れた（詳細は付属資料 4

「専門家派遣実績」参照）。 

 

表３－１ 専門家等分野別派遣実績（2011 年 12 月現在） 

担当業務 人数 
派遣実績 

（累積 M/M） 

総括 2 名（長期、短期各 1 名） 26.9 

業務調整員 2 名（長期 2 名） 35.0 

土木 2 名 1.8 

建築 2 名 1.5 

機械 2 名 1.1 

電気 1 名 1.3 

造船 1 名 4.3 

海洋工学 1 名 0.3 

地質 1 名 1.5 

学部運営 1 名 1.9 

アカデミックアドバイザー 1 名 1.13 

 

(2) 現地業務費 

現地業務費として、2011 年 10 月 31 日までに 9 億 7,300 億ルピア（約 830 万円6）を投入

した（表 3-2 参照）。現地業務費は、ローカルスタッフ雇用、LBE ファンド（「４－３ 効

率性」参照）、セミナー開催、資料作成などに使われた。 

  

表３－２ 年度別現地業務費 

（単位：インドネシアルピア） 

 年度 
合計 

2008/09 2009/10 2010/2011 2011/12* 

現 地 業 務

費 
988,288,958 396,520,456 337,857,928 140,040,141

972,707,483

 

 

                                                        
6 換算レート：1 IDR＝0.00853 円 
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３－１－２ インドネシア側の投入 

(1) カウンターパート 

計 22 名がカウンターパートとして投入された。ハサヌディン大学の学長がプロジェク

トディレクター、工学部長がプロジェクトマネージャーに就任した。大学側で本プロジェ

クトを実施するために設立したプロジェクト実施ユニット（Project Implementation Unit for 

technical cooperation project：TCP）のメンバー全員、工学部の学科長全員がカウンターパ

ートである（付属資料 5「インドネシア側カウンターパート・リスト」参照）。 

 

2011 年 11 月に、新キャンパスでセンターオブテクノロジー（COT）の設立をめざした

COT チームが設立された。本プロジェクトに関する事項も、現在は COT チームが担当し

ている。カウンターパートの数名も COT チームにも加わっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 施設 

専門家執務室と家具が学長棟に用意された。工学部の棟とは徒歩 5 分ほどの距離である。 

 

３－２ 活動実績 

2011 年 3 月に改訂された PDM 上の活動は実施されたが、いくつかの活動の実施に遅れがあっ

た（付属資料 6「活動計画」実績参照）。主な遅れとしては、戦略計画書、LBE ガイドラインの作

成、カリキュラムとシラバスの改訂がある。戦略計画書作成の遅れは、既存の戦略計画を修正す

＜参考：COT とは＞ 

東部インドネシアの地域発展を促進させるために必要なテクノロジーや産学地連

携のノウハウを集約した機関。新キャンパスで研究開発の促進、起業支援、広報、

外部へのコンサルティング提供などを実施する。そのビジョンは「大学の社会的

責任を果たすため、地域社会への先端技術の移転を行う中核的研究拠点となるこ

と」。 

 

構想のポイント 

1． 東部インドネシアの地域発展に貢献する。 

→東部インドネシアの国立大学、技術専門学校の中心的役割を果たす。 

2． 東部インドネシアの地域特性を活かす。 

→鉱物資源、沿岸域資源、環境・エネルギー、防災分野などにポテンシャル

あり。 

3． ハサヌディン大学の 14 学部、工学部の 6 学科、14 の専攻を活用する。 

→工学、農林水産、医学、保険、社会学などを総合的に活用。 

4． 大学・産業界・コミュニティとの連携。 

→大学・産業界が窓口を務め、積極的に情報を外部に発信。 

5． 新キャンパスの施設、機材、教員を最大限に活用する。 

→博士号を取得した教員が復職する。 

6． 3 年間の技術協力プロジェクトの成果を、実践を通し最大限に活用する。 

7． 工学部の実践力、組織力、マネジメント力を高める。 
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るのではなく、新規に戦略計画を策定しなければならなかったことが理由である7。戦略計画書の

作成が遅れたことによって、LBEガイドラインの作成とカリキュラムとシラバスの改訂が遅れた。

本プロジェクトと並行して実施されている円借款事業などで、相当数の教員が学位取得のために

他大学で修学していることも、活動の遅れにつながったことが推測される。 

 

表３－３ 主な活動の遅れ 

実施が遅れた活動 計画8 実績 

戦略計画書作成 2010 年 1 月 2011 年 3 月 

LBE ガイドライン作成 2010 年 1 月 2011 年 3 月 

カリキュラム・シラバスの改訂 2010 年 10 月 2011 年 8 月 

 

３－３ 成果（アウトプット）達成状況 

 各成果の達成状況は以下のとおり。 

 

(1) 成果 1：工学部における教育が実践/研究を重視した教育になる。 

成果 1 は、戦略計画書が既に発行されたことから、達成されたと判断する。 

 

成果 1 の指標とその達成状況 

指標 実績 

1. 実践型工学教育にかかわるカリキュ

ラムの基本理念が確立される。  

カリキュラムの基本理念を明記した工学

部の戦略計画が 2011 年 3 月に発行された。 

 

工学部の戦略計画（2011-2020）は、工学部のビジョン、ミッションを示すとともに、10

年間の教育目標を掲げている（付属資料 7「工学部戦略計画」参照）。戦略計画にもとづい

て、研究室中心教育（LBE）に基づくカリキュラムが作成され、今学期9より新たな教育が

実践に移されている。 

 

(2) 成果 2：研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する。 

成果 2 は、ほぼ達成された。 

 

成果 2 の指標とその達成状況 

指標 実績 

1. 研究室中心教育の導入が計画どおり

に実施される。 

研究室中心教育に関するガイドラインが

2011 年 4 月に発行された。 

2. 各学科で 1 つ以上、研究を目的とし

た研究室が設立される。 

各学科で研究を目的とした研究室が多く

設立された。 

                                                        
7 プロジェクト計画時に確認した戦略計画（2007-2011）は、主に新キャンパス建設のために作成された計画であり、学部の教

育研究活動を対象とした包括的な計画ではなかった。 
8 計画はプロジェクトが作成した活動計画表を参考にした。R/D によると、上記の 3 つの活動は 2009 年 12 月に終了すること

が予定されていた。 
9 2011 年 8 月開始。 
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3. カリキュラムにおける実験・演習の

割合が 20％以上になる。 

2011 年 8 月に導入された新カリキュラム

では、実験・演習の割合が以前のカリキュ

ラムより増加している。その割合は、ほぼ

すべての学科で 20％を超えている。  

4. 研究室活動に参加する学部生の数が

増加する。 

学部生は、最終年（第 7、8 学期）から研

究室活動に参加することになった。  

5. 研究外部発表を目的としたワークシ

ョップが各学科で開催される。 

 研究室中心教育に関するワークショ

ップが 2011 年 3 月に開催された。 

 2011 年 8 月と 11 月に、国内外で学位

取得をめざしている教員を対象にセ

ミナーを開催された。研究室中心教

育の概念が発表されるとともに、研

究事例が公表された。 

 いくつかの学科は、国際会議やセミ

ナーなどに参加し、研究成果を発表

している。 

6. 地域社会のニーズを反映した研究を

行う研究室の数が増加する。 

LBE ガイドラインに沿って設立された研

究室は、地域社会のニーズを反映すること

が求められている。 

 

指標 1 に関して： 

研究室中心教育（LBE）の意義と、その実践方法を示したガイドラインが 2011 年 4 月に

発行された（付属資料 8「LBE ガイドライン」参照）。発行のタイミングは遅れたが、LBE

はガイドラインに基づいて実施されている。短期専門家は、工学部の教員はその意義を理

解していると判断している。一方で、一部の教員はガイドラインに目を通していないとい

った意見も、教員を対象としたインタビューの際に聞かれた。 

 

指標 2 に関して： 

57 の研究を目的とした研究室10が設立された（表 3-4 参照）。プログラムごとに 1 つパイ

ロット研究室が選定された。パイロット研究室には、書籍の購入を目的とした JICA シー

ドマネーが供与された。 

 

 

 

 

 

 

 
                                                        
10 工学部では、研究そのものを目的とした研究室と授業の一環として研究を行う研究室がある。本プロジェクトでは、前者の

研究室設立をめざしていることから、指標の達成状況は、前者の設立状況をふまえて判断することとする。 
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表３－４ 学科別研究室設立状況 

学科 専攻 研究室の数 

土木 土木工学 10 

環境工学 2 

機械 機械 5 

産業 4 

造船 造船工学 1  

海洋工学 1 

海上システム 1 

電気 電気工学 12 

情報科学 2 

建築 建築 5 

地域・都市計画 5 

地質 鉱山 5 

地質 4 

 

指標 3 に関して： 

各学科のカリキュラムは LBE ガイドラインに基づき改訂され、2011 年 8 月から使用さ

れている。改訂後のカリキュラムでは、実験や演習の割合が増加している（表 3-5 参照）。

一部の専攻を除き、その割合は 20％を超えている。土木学科では、その割合は増加してい

るものの、相対的に低い。土木学科長からは、教育文化省の全国的な指針を順守する必要

があり、実験や演習の割合を独自に増加できないとの説明があった。 

 

  表３－５ カリキュラムにおける実験・演習の割合 

学科 専攻 従来のカリキュラム 改訂後のカリキュラム 

土木 
土木工学 11％ 17％ 

環境工学 該当外11 15％ 

機械 
機械 14％ 15％ 

産業 11％ 22％ 

造船 

造船工学 35％ 42％ 

海洋工学 29％ 29％ 

海上システム 21％ 21％ 

電気 

電気工学 電力： 20％ 

通信： 19％ 

コンピュータ： 27％

電力： 23％ 

通信： 22％ 

コンピュータ： 27％

情報科学 該当外 25％ 

  

                                                        
11 環境工学、情報工学は、2010 年に設立された新しい専攻のため。 
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建築 
建築 48％ 68％ 

地域・都市計画 48％ 58％ 

地質 
鉱山 20％ 45％ 

地質 40％ 52％ 

  

指標 4 に関して： 

以前は、学部生は第 8 セメスター（最終学年の後半）から研究を行うことになっていた

が、改訂されたカリキュラムによって、第 7 セメスター（最終学年の前半）から研究に従

事することになった。研究を行う学生数が増加したこと、研究を目的とした研究室も増加

したことから、必然的に研究室活動に参加する学部生の数が増加していると判断する。な

お、工学部戦略計画によれば、2015 年には最終学年の学部生の 50％が研究室に参加する

ことを当面の目標としている。 

 

研究室活動に参加する学生数の増加だけではなく、学生の研究に臨む態度も変化しつつ

あることが、現地調査時のヒアリングでわかった。学生は研究室の他のメンバーと協力し

て実験を行い、アイデアを共有することができるようになった。 

 

指標 5 に関して： 

研究室での成果と経験を共有すること、シラバス作成に向けた準備を進めることを目的

に、LBE ワークショップが 2011 年 4 月に開催された。2011 年 8 月には、日本に留学して

いる教員を対象としたセミナー12が開催され、工学部戦略計画、LBE ガイドラインが共有

された。同時に、建築学科と造船学科での研究室活動が紹介された。2011 年 11 月には同

様のセミナーをマカッサルで開催し13、インドネシア国内の他大学で博士号取得のために

修学している教員が参加した。 

 

学科の中には、国際会議、ワークショップ、セミナーなどの場で研究成果を発表してい

る学科も少なくない14。指標にあるように、すべての学科でワークショップを開催してい

るわけではないが、様々な機会を通じて、研究成果を対外的に発表している。これは、中

間レビューの際の提言でもある。 

 

工学部長によると、学部内部で研究成果を共有することを目的に、2 カ月ごとに工学部

内で調整会議を開催し、成功事例などを発表している。 

 

指標 6 に関して： 

表 3-4 にあるように 57 の研究室が設立された。研究室設立の際には、地域社会のニーズ

をふまえることが条件とされていることから、地域社会のニーズをふまえた研究室が増加

していると判断する。 

                                                        
12 ENHANCE-UNHAS Fellowship Seminar in Tokyo 
13 ENHANCE-UNHAS Fellowship Seminar in Indonesia and Stakeholders’ Seminar 
14 2011 年は、建築学科で 4 回、電気学科で 47 回、地質学科で 21 回、造船学科で 5 回、研究成果を対外的に発表した。 
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2010 年 10 月に、東北インドネシア地域の工学分野におけるニーズを把握することを目

的に、民間企業を対象とした調査を実施した。50 社に質問票を送付し、そのうち 28 社か

ら回答を受け取った。終了時評価の際に、調査結果をカリキュラム改訂の際に活用したこ

とを確認した。 

 

(3) 成果 3：東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバ

スに基づき、教育が行われる。 

成果 3 は、達成された。 

 

成果 3 の指標とその達成状況 

指標 実績 

1. 全 6 学科のカリキュラム・シラバス

が東北インドネシア地域の開発ニー

ズを反映したものに改善される。 

カリキュラムとシラバスは改訂された。 

 

ほぼすべての学科で15、工学部戦略計画と LBE ガイドラインをふまえてカリキュラムと

シラバスが改訂され、2011 年 8 月から始まった学期で使用されている。戦略計画にあるよ

うに、カリキュラムは地域のニーズをふまえて作成することが求められている。 

 

(4) 成果 4：工学部における講義の質が改善される。 

成果 4 は、達成された。 

 

成果 4 の指標とその達成状況 

指標 実績 

1. 教材や参考文献が明記されたシラバ

スが準備されている。  

ほぼすべての学科でシラバスを改訂した。

シラバスには教材や参考文献が明記され

ている。 

2. 工学部において効果的なモニタリン

グシステムが導入、実施されている。

授業評価が実施されている。  

 

成果 3 で述べたようにシラバスは改訂され、改訂されたシラバスには教材や参考文献が

記載されている。  

 

工学部に、教育の質保証のためのタスクフォース16（The Unit for Planning, Development, 

Quality Assurance and International Cooperation：UP3K）が設立され、工学部の「工学部の指

針・学術基準（Policy and Academic Standard, Engineering Faculty）」に従って、各授業の状

                                                        
15 建築学科の 1 つの専科でシラバスの改訂作業中である。1 月にワークショップを開催し、最終化する予定で、プロジェクト

期間中に改訂が終わる。 
16 カリキュラムや LBE ガイドラインの策定といった計画、研究ロードマップの策定、品質保証、就職支援などを担当してい

る。 
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況をモニタリングしている。モニタリングの一環として、学生による授業の評価が行われ

ている。2011 年 8 月に始まった学期の授業モニタリング結果は、今学期終了後の 2012 年

1、2 月に発表される。工学部によると、授業評価に関する 2011 年予算は、前年の 2 倍に

増加した。なお、学生による授業評価は、2011 年 2 月に実施された中間レビュー調査の際

の提言の 1 つでもある。 

 

(5) 成果 5：工学部の適切な運営に必要な計画管理能力が向上する。 

成果 5 の指標は、達成された。 

 

成果 5 の指標とその達成状況 

指標 実績 

1. 工学部の戦略計画が策定される。 工学部戦略計画が 2011 年 3 月に策定され

た。 

2. 各専攻で研究ロードマップが作成さ

れる。 

研究ロードマップが完成した。 

 

「（1）成果 1」で述べたように、工学部戦略計画が既に作成された。研究の質と量を改

善することを目的に、2010 年 11 月に研究ロードマップが作成され、各学科の 2014 年まで

の研究計画が示されている。中間レビューの際の提言「研究ロードマップの作成」は実現

された。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクトは、プロジェクト目標「東北インドネシア地域の持続的な開発に資する人材を輩

出するために、ハサヌディン大学工学部の教育・研究体制の基盤が強化される」を達成する途上

であり、プロジェクト目標を完全に達成するにはもう少し時間を要する。ただし、目標達成のた

めの技術移転は終了しており、インドネシア側の継続的な活動で、プロジェクト期間終了後に目

標は達成される見込みである。 

 

プロジェクト目標の指標は以下の 2 つである。 

① 学部開発計画に基づき、学部・各学科の適切な活動が計画どおり実施される。 

② すべての専攻において政府評価認定結果が改善される 

 

1 番目の指標にある「適切な活動」とは、計画・準備、実施、評価、改善といった教育サイク

ルが確立することを意味するが、この指標が達成されるにはもう少し時間が必要である。工学部

戦略計画、LBE ガイドラインが 2011 年 3 月に作成され、改訂されたカリキュラムとシラバスが

今学期より導入された。改訂されたカリキュラムとシラバスによる授業は 1 学期が終了したばか

りで、授業が適切に実施されているか判定するには時期尚早である。2012 年初頭に授業のモニタ

リング結果が発表され、その結果にもとづき改善を行うことが期待される。授業モニタリングの

仕組みも確立しつつあることから、教育サイクルの確立はインドネシア側の努力で実現できると

考える。 
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2 番目の指標に関しては、13 ある専攻のうち、海洋工学、海上システム、地域・都市計画、鉱

山専攻で、学部課程の基準認証結果が改善された（表 3-6 参照）。プロジェクトで戦略計画、LBE

ガイドライン、工学部の指針・学術基準を作成したことは、認定結果の改善に貢献した。一方、

施設や機材の老朽化、教員数と質の不足は改善を阻害した。これら阻害要因は、本プロジェクト

と並行して実施している円借款プロジェクトで取り組んでいる内容である。両プロジェクトが連

携することで更に指標は改善される見込みがある。 

 

表３－６ 各専攻の政府評価認定に関する改善状況（学部課程） 

専攻 以前 現在 

土木工学 A A 

環境工学 適用外 

機械 B B 

産業 C C 

造船工学 B B 

海洋工学 適用外 B 

海上システム 適用外 C 

電気工学 B 審査中 

情報科学 適用外 

建築 A A 

地域・都市計画 適用外 B 

鉱山 適用外 C 

地質 B B 

注）適用外は、専攻が設立されてから日が浅く、評価認定の対象となっていない

ことを意味する。 

 

３－５ 上位目標達成の見通し 

上位目標である「ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる」

は、プロジェクトが終了して 3～5 年後に達成される見込みである。下記の上位目標の指標の達成

見込みは以下のとおり。 

① 東部インドネシア地域の産業界が求める人材ニーズに適合する工学教育を受け、輩出され

た学位取得者の数が増加する。 

② 東部インドネシア地域の持続的な開発に資する研究開発の数が増加する。 

③ 東部インドネシア地域の他の大学との共同研究や人材交流の数が増加する。 

 

1 番目の指標は、今学期からより地域社会のニーズに適合するカリキュラムが導入されたこと

から、カリキュラムに基づき教育と研究が行われ、モニタリング評価結果をふまえてカリキュラ

ムの改善が行われれば達成される。本プロジェクトでニーズ調査を行ったように、産業界の求め

る人材ニーズを定期的に把握する必要がある。 

 

2 番目の指標も達成される見込みである。研究室制度が定着し、地域の企業や公共セクターか
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図３－２ 日本人専門家とのコミュニケーション 

（回答数 57） 

 

 

ら研究業務を受注していけば、地域の持続的な開発に資する研究開発が増加する。 

 

3 番目の指標を達成するには、地域の大学や研究機関との共同研究や人材交流の推進を、工学

部として組織的に取り組む必要がある。共同研究や人材交流の推進は本プロジェクトでも計画さ

れていた活動であった。しかし、組織的に取り組むというよりは、教員が個人ベースで行ってい

るのが現状である。ただし、教員間の共同研究や人材交流に関する意欲は高いことから、この指

標を達成する可能性は高いと考える。 

 

これらの指標は、本プロジェクトと並行して行われている円借款プロジェクトの貢献がなくて

も達成できる。もちろん、円借款プロジェクトによって、新たな施設や機材が供与されれば、地

域の持続的な開発に資する研究開発や、他大学との共同研究や人材交流も促進しやすくなるが、

新キャンパスへの移転を待つことなく、達成に向けた活動を始めるべきである。 

 

３－６ 実施プロセス 

(1) 技術移転 

本プロジェクトは、工学部講師の研究や授業スキルそのものの向上をめざしたものではな

く、工学部の組織マネジメント能力を高めることを目的としたものである。しかし、LBE フ

ァンドによる活動（「４－３ 効率性」参照）を通じて、短期専門家である日本の大学教員か

ら、研究に関する技術移転を受けた。 

 

(2) コミュニケーション 

「３－１ 投入実績」で述べたように、プロジェクト実施ユニット（Project Implementation 

Unit for Technical Cooperation Project：TCP）が工学部内に設立された。プロジェクト 1 年目

は専門家と TCP との間で、隔週で会合を持つことになっていたが、定期的に開催されること

はなかった。定期的な会合がないこともあり、専門家と工学部側のコミュニケーションは十

分確保できなかった。また、専門家執務室と工学部の棟が異なることも、円滑なコミュンケ

―ションを阻害していたとの指摘もあった。 

 

2011年11月に新キャンパスにセンター

オブテクノロジーセンター（COT）を開

設に向けた準備のため COT チームが立

ち上がった。チームには、大学関係者、

カウンターパート、専門家が参加し、新

キャンパス設立に関することだけではな

く、本プロジェクトの事柄も議論してい

る。専門家執務室と工学部の間の物理的

な距離に関しても、専門家が頻繁に足を

運ぶことでコミュニケーションを確保し

ている。現在は、専門家と工学部側のコ

ミュニケーションは十分確保されている
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と判断する。終了時評価時に実施した教員を対象としたアンケート調査でも回答者の 66％が、

日本人専門家とのコミュニケーションは十分と回答した。 

 

(3) インドネシア側のオーナーシップ 

プロジェクトを通じて、インドネシア側がイニシアティブを発揮した事例がいくつかあっ

たことから、オーナーシップは十分確保されていると判断する。専門家からも、多くの教員

が LBE に真剣に取り組むようになった、打合せ時も熱意を感じるといった指摘があった。新

キャンパスの工事がかなり進み、完成後のキャンパスが具体的にイメージできるようになっ

たことが、教員の意識や姿勢の変化を促進している一因と思われる。 

 

＜事例＞ 

・ LBE ガイドラインを策定する際に、インドネシアの事情をふまえた「LBE＋」といった

概念を打ち立てた。日本など他国の LBE 事例をそのまま模倣せずに、インドネシアの事

情もふまえて LBE ガイドラインを策定したことは、工学部が高い問題意識を持って、ガ

イドライン策定に臨んだことを示している。短期専門家も、日本の大学の研究室体制も

万全ではないことから、インドネシアの教育環境に準拠した「LBE＋」を策定したこと

を評価している。 

・ 2011 年 11 月に、工学部側のイニシアティブで、インドネシア国内で学位取得を目的に

勉強している教員を対象としたセミナーを開催した。 

・ COT チームのメンバーが積極的に活動を行っている。新キャンパスの視察などは工学部

側の負担で実施した。 

・ プロジェクトのシードファンドを供与されたパイロット研究室のうち、報告書を提出し

た研究室に、工学部予算からパソコン 1 台を供与することにした。 

・ 工学部のプロジェクトへの出費が増加している。 

 

表３－７ 工学部プロジェクト関連出費 

（単位：インドネシアルピア） 

2009 年 2010 年 2011 年 

データなし 6,658,000 

（一部データ欠如） 

222,313,600 

（一部データ欠如） 

出所）工学部資料 

 

(4) モニタリング 

プロジェクト期間の前半は、モニタリング活動が活発に行われていなかった。合同調整会

議（JCC）は 2011 年 3 月に 1 回のみ開催され、専門家とカウンターパート間の定例会合も開

催されなくなっていた。現在では、COT チームが発足されたことによってプロジェクト活動

のモニタリングが行われている。 
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図４－１ プロジェクトは教員のニーズと整合して

いるか （回答数：57） 

 

第４章 評価 5 項目による評価結果 
 

４－１ 妥当性  

プロジェクトの妥当性は高い。 

 

(1) インドネシアの政策との整合性 

プロジェクトは、インドネシア中期国家開発計画（2010～2014）に整合している。開発計

画では、重点項目の 1 つとして、労働力需要を満たすために、高等教育へのアクセスを拡大

することが掲げられた。研究者・機関のネットワークを確立することによる研究の成果の拡

大も重点項目の 1 つである。 

 

教育文化省は、高等教育の競争力を向上させることを目的として、28 の指標を設定してい

る17。その中には、大学における博士号取得者の割合、国内外の雑誌への投稿数、基準認証

に関する指標がある。これらの指標は、本プロジェクトと円借款プロジェクトが実施される

ことによって達成できる指標であることから、プロジェクトは教育文化省の方針と整合して

いると判断する。 

 

中期国家開発計画で、スラウェシ地域は東部インドネシア地域、東南アジア地域の経済成

長の中心地と位置付けられている。ハサヌディン大学工学部が東部インドネシア地域の拠点

大学とすることをめざした本プロジェクトは、地域開発の点からも国家開発計画に整合して

いる。 

 

(2) ターゲットグループとのニーズとの整合性 

終了時評価時に実施した教員を対象とし

たアンケート調査で、回答者の 93％がプロジ

ェクトは教員のニーズと整合していると回答

した。プロジェクトはターゲットグループで

ある工学部教員のニーズと整合していると判

断する。 

 

(3) 日本の対インドネシア援助政策、日本の比

較優位性との整合性 

日本政府の対インドネシア援助計画18の重

点項目の 1 つに、産業界のニーズに応える高等教育機関での人材育成がある。地域の産業界

が求める人材ニーズに適合する工学教育の実現をめざす本プロジェクトは、日本の援助方針

と合致している。JICA の重点分野も同様である。 

 

JICA は、南スラウェシ州地域開発プログラムや東北インドネシア地域開発プログラムを実

                                                        
17 “Data Collection Survey on Higher Education Development in Indonesia” （JICA, 2011 年 6 月） 
18 対インドネシア国別援助計画、平成 16 年 11 月 
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施している。東部インドネシアの地域開発に資することを目的とした本プロジェクトは、

JICA の対インドネシア地域開発の方向性とも一致している。 

 

日本の大学の教員で構成される短期専門家は、日本の研究室や学部運営の経験をふまえて、

プロジェクト活動を行ってきた。プロジェクトは日本の比較優位性を反映したものである。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの終了後も、インドネシア側が活動を続けることで、有効性は確保される。 

 

(1) プロジェクト目標の達成 

「３－４ プロジェクトの達成状況」で述べたように、プロジェクト目標は達成されてい

ないものの、プロジェクトはその目標の達成に向けて適切に進んでいる。改訂されたカリキ

ュラムのもと、計画・準備、実施、評価、改善といった教育サイクルが確立されれば、プロ

ジェクト目標の達成に近づく。政府基準認証を改善するのは容易ではないが、改善に向けた

活動は行われている。 

 

(2) 外部要因の発生状況 

PDM では、成果とプロジェクト目標の間の外部条件として、「学科間で進捗や成果に関し

て大きな差異が生じないこと」、「組織やシステムは大幅に変更しないこと」が設定されたが、

プロジェクト目標の達成を阻害するような大きな変化は生じていない。 

 

(3) プロジェクト目標の達成を阻害したと思われる要因 

・ 戦略計画と LBE ガイドラインの発行、カリキュラムとシラバスの改訂が遅れたことによ

り、改訂されたカリキュラムやシラバスによる授業の成果を評価し、改善するといった

教育サイクルがプロジェクト期間中に完結できなかった。しかし、戦略計画、ガイドラ

イン、カリキュラム、シラバスの作成に時間をかけたことは、教員間の戦略計画や LBE

に関する理解をより深めることにつながったという側面もある。 

・ 相当数の教員が、学位取得のために工学部を離れている。これは、工学部の戦略計画を

実現するために必要な投資で、プロジェクトの上位目標達成を効果的に実現することを

可能にするものだが、プロジェクト期間中に教員が不足したことは、プロジェクト目標

の達成にネガティブな影響を与えたと思われる。工学部長によると、学位取得のための

休職以前に、そもそも教員数が不足しているとのことだ。 

・ 工学部の施設や機材が古いこともプロジェクト目標の達成に影響を与えた。特に指標の

1 つである基準認証を決定する際には、施設や機材の状況も考慮される。 

・ 専門家とカウンターパート間のコミュニケーションが十分でない時期があり、プロジェ

クトの進捗をモニタリングする TCP も機能していなかった。プロジェクトモニタリング

が TCP の場で十分に行われなかったことは、プロジェクト目標の達成に影響を与えた可

能性がある。 
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図４－２ 専門家の派遣は適切だったか 

（回答数 57） 
 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は比較的高い。インドネ

シア、日本側双方の投入は適切に行われた。しか

し、活動の一部に遅れがあり、成果の発現への影

響はなかったものの、プロジェクト目標の達成に

影響を与えた。 

 

(1) 専門家の投入 

チーフアドバイザーの投入が半年ほど遅

れたが、成果への影響はなかった。終了時評

価時に実施した、教員を対象としたアンケー

ト調査では、専門家の派遣は、その専門性、派遣時期、派遣期間が適切だったと回答者の 85％

が答えた。 

 

(2) 研究促進のためのファンド 

プロジェクトは、2009 年に 8 つの研究グループを選択し、上限 80 万円の LBE ファンドを

供与した。研究グループの選択は競争方式で行われ、各グループに専門家がアドバイザーと

して配置された。アドバイザーは研究の質そのものよりも、研究グループが組織として研究

を効果的、効率的に実施しているかを確認した。すべてのグループが 2010 年までに報告書を

完成させ、そのうち 3 つのグループは研究成果を外部の会議やセミナーなどで発表した。 

 

2011 年には、各専攻の研究室からパイロット研究室を 1 つ選任し、書籍購入に目的を限定

したシードマネー（1 件あたり上限 10 万円）を供与した。研究室の選任は工学部によって行

われた。終了時評価の際に確認したところ、いくつかの研究室では、海外から書籍を輸入す

るには通関手続きなどに時間を要することから、書籍をまだ受け取ることができていない。

工学部からは、研究を完了し報告書を提出した研究室に対してパソコン 1 台を供与すること

になっている。 

 

LBE ファンドを受けた研究グループすべてが研究を完了し、中には外部への情報発信につ

なげたグループがあることから、LBE ファンドは、インセンティブとして適切に機能し、研

究の質の向上に貢献していると判断する。シードマネーに関しては、その効果を測定するに

は時期尚早である。 

 

(3) カウンターパートの配置 

インドネシア側からカウンターパートが適切に配置され、プロジェクト実施ユニットとし

て TCP が設立された。しかし、専門家とのコミュニケーション不足もあり、TCP は当初期待

された機能を果たしていなかった。現在は TCP の役割を COT チームが果たすことで、プロ

ジェクト運営が適切に実施されている。 

 

 



－22－ 

(4) 投入、活動、成果間の関係 

成果の発現に必要な活動は行われた。しかし、戦略計画と LBE ガイドラインの策定が計画

よりも遅れ、プロジェクト成果への影響はなかったものの、作成した文書に基づく教育・研

究活動の実施、及びその活動を踏まえた改善まで行う時間がプロジェクト期間内に確保する

ことができず、教育サイクルを一巡できなかったため、プロジェクト目標の達成に影響を及

ぼした（「３－４ プロジェクト目標の達成状況」参照）。これはプロジェクトの効率性を低

めている。 

 

(5) その他 

プロジェクトは、インドネシア国内で実施された類似技術協力プロジェクトを参考にしつ

つ、プロジェクトを運営してきた。例えば、LBE ガイドラインを作成する際に、スラバヤ工

科大学での LBE の事例を参考にした。 

 

４－４ インパクト  

プロジェクトのインパクトは高い。上位目標達成の見込みは高く、正のインパクトが見込まれ

る一方で、負のインパクトは今のところ予測されない。円借款プロジェクトとの連携が実現すれ

ば、インパクトはより大きなものとなる。 

 

(1) 上位目標達成の見込み 

「３－５ 上位目標達成の見込み」で述べたように、上位目標である「ハサヌディン大学

工学部が東部インドネシア地域の拠点大学の 1 つとなる」は、プロジェクト期間が終了して

3～5 年後に達成される見込みである。 

 

本プロジェクトと並行して行われている円借款プロジェクトによって、新キャンパスの建

設、機材の供与、教員の博士号取得が進められており、2 つのプロジェクトの連携が進めば、

相乗効果が生まれ、より大きなインパクトが発現する。相乗効果を実現するための活動の事

例としては、2011 年 8 月と 11 月にそれぞれ東京とマカッサルで開催されたセミナーがある。

いずれのセミナーも学位取得のために工学部を離れている教員を対象に、LBE の意義、研究

室体制の構築、新キャンパスの計画などが発表された。現在、離職している職員にとっては、

工学部の現状がわかるとともに、将来展望が開けたことから、学位取得後に工学部に貢献す

るモチベーションが高まった。例えば、東京でのセミナー参加者は、独自に「東京コミット

メント」を起草し、将来の工学部への貢献を宣誓した。 

 

COT チームの設立の理由の 1 つとしても、2 つのプロジェクトの連携があるが、プロジェ

クト期間中に COT 設立に向けたアクションプランが作成され、インドネシア側で実行される

ことが期待される。 

 

(2) 上位目標以外のインパクト 

東部インドネシア地域以外の企業や大学との連携が実現すれば、インドネシア全体への正

のインパクトが期待できる。そのためには、研究室での研究成果を、積極的に対外的に発信
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する必要がある。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの成果を持続することに関しては問題ないが、新キャンパス移行をふまえた持

続性を検討しなければならない。特に財務面で対応策を講じる必要がある。現在、COTチームが

COT設立に向けたアクションプランを策定中であるが、プランが承認され、実行に移されれば、

持続性は著しく高まる。 

 

(1) 政策面 

「４－１ 妥当性」で述べたように、プロジェクトはインドネシア政府の政策と整合して

いる。教育文化省が競争的な研究補助金制度を導入していることは、研究室の意欲を高めて

いる。基準認証制度も教育と研究の質を向上させようといったインセンティブになっている。

政策面でプロジェクトの持続性を阻害するものはない。 

 

表４－１ 教育文化省から獲得した研究補助金（学科別） 

（単位：インドネシアルピア） 

学科 2008 年 2009 年 2010 年 

土木 0 443,800,000 97,000,000

（補助金全体に占める割合）  29％ 4％

造船 - 188,000,000 - 

（補助金全体に占める割合）  28％  

建築 20,000,000 376,600,000 70,000,000

（補助金全体に占める割合） 27％ 91％ 18％

電気 - 300,000,000 200,000,000

（補助金全体に占める割合）  34％ 6％

地質 37,000,000 72,000,000 - 

（補助金全体に占める割合） 3％ 39％  

機械 90,000,000 215,000,000 - 

（補助金全体に占める割合） 5％ 48％  

出所：工学部資料 

 

(2) 組織面 

工学部全体で現在 100 名ほどが学位取得のために学部を離れている。これから数年間、著

しい教員不足の状態が続くことは、プロジェクトの持続性にとってマイナスの要因であるが、

中長期的にみれば、博士号を取得した教員が増加することからプラスの要因である。そもそ

も教員数が不足していることから、工学部長には、民間企業との共同研究などを推進するこ

とで学部収入を拡大し、追加で教員を採用するといった意向がある。博士号取得などのため

に一定期間職を離れた教員は、復職後一定の期間、大学で勤務することが義務付けられてい

る19。博士号取得後に離職する教員が増加するといった懸念はない。 

                                                        
19 1 年休職した場合は 3 年間、2 年休職した場合は 5 年間勤務をすることが求められる。 
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(3) 財務面 

プロジェクト終了後に、現在と同様の活動を継続するためには、日本側が負担した現地業

務費をインドネシア側で負担しなければいけない。「３－１ 投入実績」で述べたように、日

本の負担額は 3 年間で 9 億ルピア程度であり、工学部の 2010 年度予算が約 143 億ルピアであ

ることをふまえれば、それほどの負担ではないといえる。 

 

各学科が取得した研究助成金20は以下のとおり。金額は年によってばらつきがあるが、研

究助成金を拡充することで、日本側が支援した LBE ファンドやシードファンドをカバーでき

る。 

 

表４－２ 研究助成金額（学科、年度別） 

（単位：インドネシアルピア） 

学科 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 

土木 303,550,000 1,510,167,500 2,213,950,000 54,300,000 

造船 1,368,850,000 668,141,000 1,033,000,000 49,200,000 

建築 73,000,000 414,450,000 379,000,000 60,600,000 

電気 1,633,579,720 1,100,630,000 3,585,266,600 58,900,000 

地質 1,469,085,000 184,500,000 214,112,000 48,600,000 

機械 1,665,415,500 443,650,000 119,250,000 56,600,000 

合計 6,513,480,220 4,321,538,500 7,544,578,600 328,200,000 

（出所：工学部資料） 

 

本プロジェクトの財務的な持続性は問題にはならないが、新キャンパス移行を念頭に置い

た財務面の強化を検討する必要がある。来年から一部学科が新キャンパスに移転するが、施

設や機材の運営メンテナンス費用をいかに確保するかが課題となる。2010 年は、工学部年間

予算の約 11％がメンテナンスに充てられているが21、この割合は必然的に増加する。インタ

ビューの際には、民間企業との共同研究推進、外部への施設・機材のレンタルでその費用を

カバーするといった意向が聞かれたが、具体的な計画があるわけではない。工学部長は、新

キャンパスでの運営メンテナンスに関するタスクフォースチームを立ち上げた段階である。 

 

(4) 技術面 

現在、100 名ほどの教員が学位取得のために職務から離れている。これらの教員の復職は、

技術面でもプロジェクトの持続性に大きく貢献する。新キャンパスで新たな機材が揃うこと

から、機材の使用に関する技術も必要となるが、機材の納入業者が使用方法に関するトレー

ニングを提供することになっている。新たな機材のメンテナンス方法に関しても、運営メン

テナンスに関するタスクフォースチームが検討することになっている。 

 

 
                                                        
20 研究助成金は、ハサヌディン大学、工学部、教育文化省、民間企業、地方自治体など公共機関から入手している。 
21 工学部資料より。 
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４－６ 効果発現に貢献した要因、問題点及び問題を惹き起こした要因 

４－６－１ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画面 

・ 教育文化省の前高等教育総局長をアドバイザーとして投入したことが有効であった。

インドネシアの教育政策との整合性が確保されるとともに、前局長は日本での教鞭経

験も有していることから、LBEや研究室の関する知識を、工学部にインドネシアの文

脈で説明することができた。 

・ LBEや研究室といった新たなシステムを導入することで、中堅から若手の教員の研究

活動に対するモチベーションを高めることができた。 

・ LBEファンドや教育文化省のファンドなどは、プロポーザル内容の競争により、ファ

ンドの供与先が決定されるので、研究や教育の改善に向けたインセンティブになって

いる。 

 

(2) 実施面 

・ TCPがプロジェクト実施ユニットとして機能が一時期停滞していたが、並行して立ち

上げられたCOTチームに、研究活動に対し意欲的な中堅・若手教員もメンバーとなっ

たことで、活動が活発に行われている。 

 

４－６－２ 問題点及び問題を惹き起こした要因 

「４－２ 有効性」で、プロジェクト目標の達成を阻害している要因として、戦略計画とLBE

ガイドラインの発行、カリキュラムとシラバスの改訂が遅れたこと、教員数が不足しているこ

と、施設や機材が老朽化していること、専門家とカウンターパート間のコミュニケーションが

十分でなく、プロジェクトモニタリングが機能していなかったことを挙げたが、それ以外の要

因は特段ない。 

 

４－７ 結論 

本プロジェクトは、インドネシア及び日本政府の方針やプロジェクトのターゲットグループで

ある教員のニーズと合致しており、妥当性は高い。 

 戦略計画等、学部の指針となる文書の完成に予定以上の時間を要したため、作成した文書に基

づく教育・研究活動の実施、及びその活動を踏まえた教育・研究活動の改善までの一連の教育サ

イクルをプロジェクト期間内に一巡する時間を確保することができなかった。プロジェクト目標

の達成を図る指標は達成しているが、上述のとおり、教育サイクルを一巡できなかったため、プ

ロジェクト目標を完全に達成するためにはもう少し時間を要する。しかしながら、作成された指

針や、東北インドネシア地域の持続的な開発ニーズを踏まえたカリキュラムとシラバスに基づい

た教育に移行されている点、及びプロジェクト目標達成のために必要な実践力や知識、教育・研

究能力を既にインドネシア側が有している点から、プロジェクト目標は協力期間後に着実に達成

されると予測される。よって、本プロジェクトは、計画どおり、2012 年 1 月に終了する。 

また、LBE の導入等により研究活動に対し強い意欲を持った中堅及び若手教員もメンバーとし

た COT チームが中心となって今後の工学部の方向性を検討し始めているため、プロジェクト終了

後の持続性も高い。ただし、円借款にて整備されている新キャンパスへの移行念頭に置いての財
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政面での強化、及び両プロジェクトの効果を最大化させるための円借款との連携を、今後検討し

ていく必要がある。 

 

なお、中間レビュー調査団から 7 つの提言があったが、それらの提言は、プロジェクトによっ

て、ほぼ適切に実施されている（表 4-3 参照）。産業界との連携や他大学とのネットワーク構築に

関しては、これから工学部として組織的に推進していく必要があり、COT がその役割を果たすこ

とが期待される。 

 

表４－３ 中間レビュー調査団による提言の実施状況 

提言 終了時評価時点での実現状況 

1. 会合、ワークショップ、セミナー等の

学外活動への積極的参加 

実施されている。 

2. 学生による授業評価システムの導入 導入された。 

3. 産業界との連携強化 2011 年 11 月にセミナー実施。 

教員が個々に対応。 

4. 東北インドネシア地域内における大

学間ネットワーク構築の推進 

教員が個々に対応。 

5. 研究ロードマップの完成 既に完成した。 

6. 円借款事業との一体的な実施促進 ・ 東京とマッカサルでセミナーが開催

された。 

・ 今後は COT チームによって実施され

る。 

7. 学科間・専攻間での経験や好事例の共

有 

 ワークショップやセミナーに参加し、

研究成果を発表している。 

 2 カ月ごとに工学部内で調整会議を

開催し、成功事例などを発表、共有

している。 

 一部の学科で、学科内ワークショップ

が開催された。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

終了時評価団は、プロジェクトと工学部が以下の 7 つを実施することを提言する。 

 

(1) プロジェクト終了前 

COT 設立に向けたアクションプランの完成 

プロジェクトのインパクトと持続性を高めるために、プロジェクトと工学部は、プロジ

ェクト期間終了までに COT 設立に関するアクションプランを完成すべきである。 

 

(2) プロジェクト終了後 

アクションプランの実現状況のモニタリング 

COT チームが作成したモニタリング活動計画表に従って（付属資料 9 参照）、インドネシ

アと日本側が共同でアクションプランの実現状況をモニタリングすべきである。双方の代表

者で構成されるモニタリングチームの設立を提言する。 

 

教育サイクルの強化 

プロジェクトの有効性を高めるために、工学部が実施している教育サイクルの確立をさら

に進めることを提言する。UP3Kによる授業評価の結果も授業の改善に十分活用すべきである。 

  

地域社会のニーズへの貢献 

プロジェクトの有効性、インパクト、持続性を高めるために、工学部は東部インドネシア

のニーズをふまえた研究を推進することを提言する。現在でも、地域社会のニーズに応える

研究が行われているが、COT を中心に組織的に行う必要がある。地域の発展を目的とした企

業との共同研究は、工学部の財源確保の観点からも推奨される。 

 

地域の他大学との連携強化 

上位目標を達成するために、東部インドネシアの他大学との連携を強化する必要がある。

既に連携を行っている事例もあるため、そこから教訓を導き、円滑な連携に向けて実施すべ

き活動を精査する必要がある。ここでも COT が中心的役割を果たすことが期待される。 

 

学科内での知識共有、大学の他学部との知識共有 

プロジェクトの有効性を高めるために、学科内で知識共有を進めることを提言する。一部

の学科では、学科内でワークショップを開催し、LBE の成果を共有しているが、このような

機会は、LBE の理解を深めるため、そして研究成果を共有するために有効である。工学部内

でも、2 カ月ごとに調整会議を開催し、成功事例などを発表、共有しているが、プロジェク

ト終了後も活動を継続する必要がある。また、地域、産業界が抱える課題の解決のためには、

工学分野だけで実証するのではなく、ハサヌディン大学の農学部、医学部などの他学部とも

連携のうえ、多角的な視点をもって解決していけるよう大学内での知識共有を推進すべきで

ある。 



－28－ 

短期専門家とのコミュニケーションの維持 

プロジェクトの持続性を向上させるため、工学部の教員は、短期専門家として派遣された

本邦大学の教員とのコミュニケーションを継続するとよい。本邦大学の教員からのアドバイ

スは、研究や教育の質を高めるため、そして研究室のマネジメントを改善するために有益と

考える。 

 

５－２ 教訓 

円借款と連動した技術協力プロジェクトの実施にあたり、教訓として以下の点があげられる。 

 

・概観を共有するためのセミナー等の開催 

両スキームの関係者を対象としたセミナーを開催する等、両スキームの事業内容や事業効果等

の概観を理解することで、当事者意識も高まり、スキームごとの連携が強化されると思われる。

複数のスキームを組み合わせたプロジェクトを実施する際には、両スキームの連携強化及び事業

効果の拡大のために PDM に活動の 1 つとして同種のセミナー開催を盛り込む等、プロジェクト

計画段階から活動を検討することが必要である。 

・プロジェクトオフィスの配置場所 

 両スキームの連携を活発化させるため、各スキームで設けるプロジェクトオフィスは可能な限

り物理的に近距離に置くことが望ましい。入札情報等の守秘義務が生じるような事象を除いては、

可能な限り、情報共有や意見交換を行い、両スキームによってもたらされる事業効果がどのよう

になるのか（想定できるのか）事業実施中の段階から検討して行くことが望ましいと思われる。 

・C/P 機関の人員体制 

 並行して実施する円借款事業の中で、フェローシップ等の留学生プログラムが実施される場合、

C/P 機関の関係者が長期的に不在になり、C/P 機関に残った人員への負荷の増大を招くおそれが

あることも念頭におき、留学派遣人数等の計画を調整する必要がある。 
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第６章 総括 
 

終了時評価が実施されるまでのプロジェクトの協力期間を通じ、学部のビジョン・ミッション・

教育目標の設定、戦略計画の立案が行われ、また教育・研究能力強化の観点から、各学科でカリ

キュラムの改訂やLBE導入ガイドラインが作成されるなど、基盤整備の面で著しい成果を上げて

いることが確認された。2011年3月の中間レビューの際には、施設・機材、研究を推進できる博士

課程を修了した教員の配置が十分でないうえに、学科により運営体制に差があることから、学部

として本プロジェクトの各成果の完全な達成は容易ではないと考えられた点も含め、その多くが

所与の環境の中で十分に達成されていた。この達成は、中間レビュー後から終了時評価までの期

間において、C/P機関であるUNHASの主体的な活動とそれを支えたプロジェクトチームの連携強

化を背景としたものであると理解できた。特に、UNHAS教員とチームの距離感が、終了時評価時

には全くなくなっていたこととは特筆に値する。 

 ゴア新キャンパスの完成や学位取得のために学外に派遣されていた多数の教員の復帰を控えた

状況という、当初想定されたものとは言えプロジェクト遂行上多くの制約があるなか、具体的な

成果を上げていることが今回の調査を通じて明らかになった。特に、教育研究能力の向上（成果

2「研究活動を通じた教員の教育研究能力が向上する」）については、本邦大学並びにインドネシ

ア国内で学位を取得した教員が、2012 年から順次 UNHAS に戻ってくる予定であり、学位取得中

に経験した教育研究活動を、他の UNHAS 教員と連携して展開することで更に大きな成果となる

ことが期待される。また、新キャンパスの教育研究環境は、インドネシア国内の他大学に比較し

ても極めて高い水準にあり、多くの研究成果が期待される。 

 各学科のカリキュラムは改正され、新カリキュラムに基づいた教育に移行されており目標は達

成されていたが、教育サイクルが効果的・継続的に実施されているかを具体的に検証するには今

後も継続的モニターが不可欠であると考えられる。特に、今後数年間で多くの教員が UNHAS で

の教育研究に復帰し、学位取得の際の“学生”としての教員自身の経験を踏まえた新たな教育研

究活動を推進することと想定されるが、その際に教育サイクルがその機能を発揮し、必要なカリ

キュラム改正が適切になされることが期待される。 

最後に、UNHAS教員の主体的な姿勢は中間評価時点においても確認されたが、終了時評価の際

には、「新しいUNHAS」を自らが作るという自覚とそれを実現できるという自信を関係者がもっ

ていると感じられたことを付言しておきたい。COTチームの結成も、その１つの具体的な表れと

思われる。ゴア新キャンパスの完成や学位を取得した教員の復学等、UNHASの教育・研究体制が

大きく飛躍する重要な時期をUNHASはこれから迎えることとなる。本プロジェクトの成果やアセ

ットを十分に生かし、東部インドネシア地域に貢献する大学としてUNHASが発展していくことを

期待している。 
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